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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要領は、入札及び契約の透明性並びに競争の公正性を確保することで、

入札及び契約の適正化の推進並びに市民の信頼を確保するため、瀬戸市が行う工

事、製造の請負、物品購入、賃貸借、業務委託その他に係る入札及び契約に関す

る情報の公表について、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平

成１２年法律第１２７号。以下「適正化法」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において「各課等」とは、瀬戸市予算及び決算規則（昭和４０年

瀬戸市規則第１７号）第２条に規定する各課等をいう。 

第２章 入札 

 （公共工事等発注見通しに関する事項の公表） 

第３条 適正化法第７条第１項の規定による公共工事及び当該公共工事に係る業務

委託（以下「公共工事等」という。）の発注の見通し（以下「公共工事等発注見通

し」という。）に関する事項の公表は、毎年度、当該年度に発注が見込まれる公共

工事等であって、次の各号に掲げるものを除いたものについて行うものとする。 

 ⑴ 公共工事にあっては、予定価格が２５０万円を超えないと見込まれるもの 

 ⑵ 公共工事に係る業務委託にあっては、予定価格が１３０万円を超えないと見

込まれるもの 

⑶ 公共の安全と秩序の維持に密接に関連するものであって、その行為を秘密に 

する必要があるもの 

２ 各課等の長は、公共工事等発注見通しに関する事項の公表を行うため、毎年度、

４月１日以後遅滞なく、地区別発注見通し調書を作成し、行政課長に提出するも

のとする。 

（物品購入等発注見通しに関する事項の公表） 



第３条の２ 物品購入、賃貸借、業務委託（前条に規定する公共工事に係る業務委

託を除く。以下同じ。）、その他（以下「物品購入等」という。）の一般競争入札及

び指名競争入札の発注の見通し（以下「物品購入等発注見通し」という。）に関す

る事項の公表は、毎年度、当該年度及びその翌年度に発注が見込まれる物品購入

等であって、次の各号に掲げるものを除いたものについて行うものとする。 

 ⑴ 物品購入にあっては、予定価格が１５０万円を超えないと見込まれるもの 

⑵ 賃貸借にあっては、予定価格が８０万円を超えないと見込まれるもの 

 ⑶ 業務委託及びその他にあっては、予定価格が１００万円を超えないと見込ま

れるもの 

⑷ 公共の安全と秩序の維持に密接に関連するものであって、その行為を秘密に 

する必要があるもの 

２ 各課等の長は、物品購入等発注見通しに関する事項の公表を行うため、毎年度、

２月１日以後遅滞なく、次の各号に掲げる時期に当該各号に掲げるものに係る物

品購入等発注見通し調書を作成し、行政課長に提出するものとする。 

 ⑴ ３月 当該年度の翌年度に発注する物品購入等であって、当該年度の３月１

日から翌年度の３月３１日までの間に一般競争入札又は指名競争入札を実施す

る予定であるもの。 

 ⑵ ６月、９月及び１２月 当該年度に一般競争入札又は指名競争入札を実施す

る予定である物品購入等。ただし、公表時において、既に公表されているもの

を除く。 

（公共工事等発注見通しに関する事項の変更） 

第４条 公共工事等発注見通しに関する事項の見直しに係る公表は、第３条第１項

の規定により公表した発注見通しに関する事項に関し、同条第２項の規定により

作成した発注見通しに関する事項を見直し、当該事項に変更がある場合に行うも

のとする。 

２ 各課等の長は、前項の規定による変更後の発注見通しに関する事項の公表を行

うため、地区別発注見通し調書を作成し、行政課長に提出するものとする。 

（物品購入等発注見通しに関する事項の変更） 

第４条の２ 物品購入等発注見通しに関する事項の見直しに係る公表は、第３条の

２第１項の規定により公表した物品購入等発注見通しに関する事項に関し、同条

第２項の規定により作成した物品購入等発注見通しに関する事項を見直し、当該

事項に変更がある場合に行うものとする。 

２ 各課等の長は、前項の規定による変更後の物品購入等発注見通しに関する事項



の公表を行うため、物品購入等発注見通し調書を作成し、行政課長に提出するも

のとする。 

（入札前の公表） 

第５条 各課等の長は、工事、製造の請負、物品購入、賃貸借、業務委託その他に

係る指名競争入札の執行に関する事項について公表するものとする。 

２ 前項の規定により公表する事項は、次の各号に掲げるものとする。 

 ⑴ 工事、製造の請負、物品購入、賃貸借、業務委託その他入札の件名及び履行

場所 

⑵ 入札執行予定日 

⑶ 瀬戸市建設工事等に係る予定価格事前公表実施要領（平成１５年４月１日施

行）第２条に規定する公表の対象となる工事及び業務委託の予定価格 

３ 各課等の長は、第１項の規定により入札執行に関する事項の公表を行うため、

入札通知後遅滞なく、当該案件ごとに、入札執行予定調書（第１号様式）を作成

し、行政課長に提出するものとする。 

（入札結果及び契約内容の公表） 

第６条 各課等の長は、工事、製造の請負、物品購入、賃貸借、業務委託その他の

入札案件（以下「公表対象案件」という。）に係る入札の結果及び契約に関する事

項について公表するものとする。 

２ 前項の規定により公表する事項は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に

関する法律施行令（平成１３年政令第３４号）第７条に定める事項のほか次の各

号に掲げるものとする。 

 ⑴ 入札執行日 

⑵ 予定価格 

⑶ 最低制限価格 

３ 各課等の長は、第１項の規定による入札の結果の公表を行うため、開札後遅滞

なく、当該公表対象案件ごとに、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る調書を作成し、行政課長に提出するものとする。 

⑴ 一般競争入札又は指名競争入札を行ったとき 入札結果調書（第２号様式） 

⑵ 総合評価一般競争入札又は総合評価指名競争入札を行ったとき 総合評価結 

 果調書（第３号様式） 

４ 前項の調書を提出する場合において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号。以下「施行令」という。）第１６７条の１０第１項の規定により予定価格の

制限の範囲内で最低の価格をもって申込をした者以外の者を落札者としたときは、



その理由について、最低価格申込者を落札者としない理由書（第４号様式。以下

「理由書」という。）を作成し、当該調書に添付するものとする。 

５ 各課等の長は、第１項の規定による契約に関する事項の公表を行うため、当該

契約の締結後遅滞なく、当該公表対象案件ごとに契約の内容について契約結果調

書（第５号様式）を作成し、行政課長に提出するものとする。 

（契約内容の変更） 

第７条 各課等の長は、公表対象案件に係る契約金額又は履行期間の変更を伴う契

約を締結したときは、変更後の契約及び変更に関する事項について公表するもの

とする。 

２ 各課等の長は、前項の規定による公表を行うため、変更契約の締結後遅滞なく、

変更契約結果調書（第６号様式）を作成し、行政課長に提出するものとする。 

第３章 随意契約 

（契約結果及び契約内容の公表） 

第８条 各課等の長は、工事、製造の請負、物品購入、賃貸借、業務委託その他の

契約に係る随意契約（施行令第１６７条の２第１項第１号、第３号及び第４号に

該当することを理由として締結したものを除く。）を締結したときは、当該契約の

結果及び契約に関する事項について公表するものとする。 

２ 前項の規定による公表については、第６条第５項の規定を準用する。 

３ 第１項の規定により公表した契約内容に変更があった場合は、変更後の契約及

び変更に関する事項については、第７条の規定を準用する。 

（特定の随意契約の公表） 

第９条 各課等の長は、瀬戸市契約規則（昭和４０年瀬戸市規則第１８号）第２６

条の２の規定による随意契約に関する事項を公表するときは、随意契約事前公表

調書（第７号様式。以下「随契事前公表調書」という。）及び随意契約事後公表調

書（第８号様式。以下「随契事後公表調書」という。）を作成し、行政課長に提出

するものとする。 

２ 各課等の長は、随契事後公表調書を作成した後に、契約額の変更を伴う契約を

締結したときは、随意契約変更公表調書（第９号様式。以下「随契変更公表調書」

という。）を遅滞なく作成し、行政課長に提出するものとする。 

第４章 公表方法 

第１０条 行政課長は、第３条から前条までに規定する調書等を速やかに公表する

ものとする。 

２ 前項の規定による公表は、公衆の閲覧に供する方法で行う。ただし、次に掲げ



る調書については、瀬戸市ホームページにおいても掲載するものとする。 

⑴ 第３条第２項、第３条の２第２項、第４条第２項及び第４条の２第２項に規

定する調書 

⑵ 第６条第３項第１号の入札結果調書、理由書（第６条第４項の規定により添

付された場合に限る。）及び同条第５項の契約結果調書 

⑶ 随契事前公表調書及び随契事後公表調書 

３ 行政課長は、前項の規定により公表した調書等は、公表した日の翌日から起算

して５年が経過する日まで閲覧に供するものとする。ただし、前項第１号の調書

については、公表した年度（第３条の２第２項第１号の規定による調書にあって

は、公表した年度の翌年度）の３月３１日までとする。 

第５章 雑則 

（事務の取扱い） 

第１１条 入札及び契約に関する情報並びに随意契約の結果及び契約内容の公表に

関する事務は、行政課において処理する。 

 （雑則） 

第１２条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

 （瀬戸市入札及び契約に関する情報の公表に係る取扱要綱の廃止） 

２ 瀬戸市入札及び契約に関する情報の公表に係る取扱要綱は、廃止する。 

附 則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則                                   

 （施行期日） 

１ この要領は、令和４年２月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際現に改正前の要領の規定に基づいて作成されている様式は、

改正後の要領の規定にかかわらず、当分の間、使用することができる。 

附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附  則  

この要領は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第３条の２の規定は、令 

和７年２月１日から施行する。 

 附  則  

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


